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1 事業の目的
対
象
意
図

効
果

2 令和３年度（2021年度）に実施した事業の概要

3 事業を構成する事務事業（最小事業）実績
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4 この事業に関わる職員数（毎年度４月１日時点）

正規職員等 1.7

会計年度任用職員 7.0 2.0 5.0

2.6 3.2

22,326 31,095

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

3,593

一般財源 36 105 528

事業費の合計　（千円） 2,821 3,738 1,712

人件費　（千円）

475

地方債

その他特定財源 2,760

財源
内訳

国県支出金 25 40

709

5
40.0%

190 451 710

-

2,574 3,142 0

糖尿病性腎症重症化
予防事業

糖尿病重症化予防の
ための保健指導委託
料

利用人数 2 5

-

0 0 0

KDBシステム後期高
齢者健康診査データ
登録

「高齢者の保健事業と介護
予防の一体的な実施」のた
め、後期高齢者健診結果を
KDBシステムへ登録

- 0 0

-

33 73 92

健康教育等のための
会場借用

会場借用料→コロナ対
応に係る「中止事業」に
関連し予算化せず

- - -

80％以上

0 0 792

一般事務経費 保健事業用消耗品
費、医薬材料費、手
数料

- - -

-

24 72 58

生活習慣病予防プロ
グラム

生活習慣改善プログラ
ム委託料→コロナ対応
に係る「中止事業」に該
当

参加率（％）
- -

60％以上

0 0 60

健康相談・保健指導
等事業

会計年度任用職員の
出張旅費

- - -

達成度指標（実績値／目標値） 指標（目標値）

事業費（決算／当初）（千円） 予算額（千円）

健康教育 健康づくり事業講師謝礼
→コロナ対応に係る「中
止事業」に該当

参加率(％） - -

市民

市民の健康の維持増進に向け、啓発を図るため。

家族・地域など健康意識の醸成を図り、自分から進んで健康の維持増進のための行動をとることができる。ま
た、個人及び地域で、健康づくりを継続できる環境をつくる。

・市民の健康増進を図るための健康教育、健康相談は新型コロナウイルス感染症にかかる中止事業に該当した
ため、講師謝礼等は予算措置されなかった。感染対策を講じながら、小規模・短時間での健康教育を直営で実
施。
・令和６年度までに全自治体での実施が義務付けられている「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施」事
業に必要なため、後期高齢者健診結果をKDBシステムに登録した（委託料から手数料に予算流用して実施）。
・75～79歳で糖尿病治療中等の条件に該当する者に対して、糖尿病重症化予防のための保健指導を委託事業と
して実施した。

枝
番
号

事務事業
実施した主な事業
（主な経費等）

指標（単位）
令和3年度 令和4年度

法定受託事務 関連課

総合計画上
の位置付け 分野 健康福祉 施策の方針 健康長寿社会の構築

令和４年度（2022年度）行政評価シート【個表】

評価対象事業 評価者 市民健康課長 石黒　知美

健福-41
成人保健事業

自治事務 主管課 市民健康課



5 評価結果

(１) 最小事業評価
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糖尿病性腎症重症化
予防事業

初年度でまだ事業自体が浸透
していないこともあり、目標数
に達しなかった。

糖尿病の重症化を予防す
ることで、市民のQOLの維
持向上や、医療費の拡大
抑制に寄与する事業であ
る。

事業の周知・浸透に向け医療
機関への周知と理解促進に努
める必要がある。国民健康保険
事業と連携して推進していく。

0

健康教育等のための
会場借用

単純な事業経費のため指標設
定なし

－ －

KDBシステム後期高
齢者健康診査データ
登録

単純な事業経費のため指標設
定なし

－ －

生活習慣病予防プロ
グラム

市民が自らの健康を意識し、
健康づくりに向けた行動化を
サポートするものであり、市民
のニーズに合った内容を提供
できているかを把握するため
利用者の割合（参加者数/募
集者数）を指標とした。令和３
年度はコロナの影響で事業実
施予定がないため指標設定不
可。

個人・家族・地域の健康増
進への意識の醸成に寄与
する事業である。

コロナ禍において未実施。
例年、一般公募による利用率
の低さが課題である。積極的な
勧奨対象者の見直しや既存の
健康づくり団体等と協力した、
効率的な事業展開を行う等の
方法を検討していく必要があ
る。

一般事務経費 単純な事務経費のため指標設
定なし

－ －

健康教育 市民が自らの健康を意識し、
健康づくりに向けた行動化を
サポートするものであり、健康
教育等の健康づくり事業を利
用する者の割合（参加者数/募
集者数）を指標とした。令和３
年度はコロナの影響で事業実
施予定がないため指標設定不
可。

個人・家族・地域の健康増
進への意識の醸成に寄与
する事業である。

コロナ禍において人を集める普
及啓発事業の優先順位は低く、
積極的な事業展開はできな
かった。LINEやﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等を
活用した事業展開をさらに工夫
していく必要がある。

健康相談・保健指導
等事業

市民の健康づくりを支援する
サポートする事業であるが、利
用者が増えることを目的とする
ものではないため指標設定な
し。

市民が自分から進んで健
康の維持増進のための行
動をとることができるよう支
援するものであり、健康増
進に寄与する事業である。

予防医学、健康増進のアプロー
チとして、意識の醸成を図る事
業であるが、市民への浸透度
が低いため、より有効な周知方
法の検討が必要。
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事務事業
指標分析の推移、
目標未達の理由

上位施策にどう寄与したか、
構成する事業としての妥当性

事業実施上の課題、改善点



(２) 視点別評価

(３) 総合評価 ※最小事業評価を踏まえて、今年度以降の取組方針等を記載する

□ ■ □ □ □

【参考】

◎事業実施に係る主な指標

◎他市比較・ベンチマーク（県内外自治体など他自治体や民間団体との比較値）

当該事業実施に伴う
他市比較に関する考え方

男女ともに近隣他市と大きな差はないが、他市の推移を注視しながら、平均余命と65歳からの平均
自立期間の差を埋めるために、引き続き健康づくりを推進していく。

3.68 3.85 3.67 2.93 2.72 3.60
他市実績

1.74 1.74 1.64 1.43 1.32 1.75

 

比較事項 平均余命と65歳からの平均自立期間の差（上段：男性/下段：女性　単位：年）　※H29年度値（H30年度値が公開され次第更新）

団体名 鎌倉市 逗子市 三浦市 小田原市 茅ヶ崎市 大和市

達成率  

実績値

R5年度 R6年度 R7年度

目標値

 

指標（単位） 単位

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

達成率 -  

80.0%

実績値 42.0% - 50.0%

R5年度 R6年度 R7年度

事業の内容、対象者の設定、広報
等、市民ニーズに即した事業展開
が行われているかを把握するため
に必要な指標である。

目標値 - 60.0% 65.0% 70.0%

健康づくりに関する市民への意識づけが主となる事業であるため、ＩＣＴ活用事業や保健衛生運営事業等と連
携し、普及啓発に努めていく。

指標（単位） 健康教育事業への市民の参加率（参加者数/定員） 単位 %
指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

【今後の方針】 拡充 改善・変更 現状維持 縮小 休止・廃止

公平性 受益者負担は公正・公平か △.負担未導入 △-2　受益者はいるが、今後も公費により全額市が負担すべきものである

協働 市民等と協働して事業を展開しているか ○.協働実施済

○-2　市民等と協働して適切に事業を実施している

協働実施済の場合のパートナー

市民団体

妥当性
各事業の実施に対する市民ニーズはあるか 1　市民ニーズは変わらずにある

民間によるサービスで代替できる事業はないか 1　民間によるサービスで代替できる事業がある

有効性 事業の上位施策に向けた貢献度はどうか 1　目的達成のために適切な手段（最小事業）である

効率性

事業費の削減余地はないか 1　事業費の削減余地はない

事業の外部化（民営化・業務委託等）はできないか 1　実施済み

関連・類似する事業の統合はできないか 2　統合に向けて検討できる事業がある


